
令和２年５月の主な動き、取組 

 

１ 雇用失業情勢への対応（令和２年３月内容） 

 

 
 
 
・各種支援事業、求職者支援制度、雇用調整助成金をはじめとする各種助成金などの 
活用による雇用促進 

・積極的な求人開拓の実施 

 ・若者、女性、障害者、高年齢者の就職実現 
 
２ 令和２年３月新規学校卒業者職業紹介状況について（高等学校、大学等 

卒業者） 

 
 
 

 
・未内定卒業者に対し、今後も引き続き学校関係機関と連携し、就職支援ナビゲー

ターを中心とした個別支援を継続。 
・臨床心理士による心理的ケアの実施。 

 
３ 鹿児島県高等学校就職問題検討会議の開催について 

  
 

・「一人一社制を含む就職慣行について」の意見集約及び検討 

 

４ 令和元年における労働災害発生状況（確定） 

休業４日以上の死傷者数 2,010 人  対前年比 3.8% 増加 

死亡者数             15 人  対前年比 15.4% 増加 

・第 13 次労働災害防止計画の周知啓発及び取組強化 

・第 13 次労働災害防止計画の重点業種に位置付けられている建設業、製造業、林業、 

陸上貨物運送事業、第三次産業（小売業・社会福祉施設及び飲食店）に対する個別 

指導の実施 

・労働災害防止団体、業界団体との緊密な連携 

 

５ 令和元年における熱中症発生状況 
   鹿児島県においては、死傷者数は１８件 過去１０年で２番目に多い 

  建設業が最も多く６件である 

 

  ・「STOP! 熱中症 クールワークキャンペーン」を実施し、管内の事業者団体 

   （１０６団体）に周知要請 

  ・「STOP! 熱中症 クールワークキャンペーン」は、４月を準備月間とし、５月か 

   ら９月までが実施期間。職場における熱中症対策の周知・啓発を実施する。 

高校生の就職内定率 ９９．４％ 引き続き高水準で推移 

高校生県内就職内定割合 ５３．５％ 依然、過半数止まり 

大学生の就職内定率 ９６．４％ 引き続き高水準で推移 

令和２年４月２７日開催を持ち回りで実施 

有効求人数     39,401 人  対前年同月比 12.8％減（3か月連続の減少） 

 有効求職者数    31,866 人   対前年同月比  2.7％減（3か月連続の減少） 

 有効求人倍率     1.20 倍   前月比 0.08 ポイント減 



1 
 

３月の有効求人倍率は、前月を 0.08 ポイント下回り、1.20 倍となる 
 

鹿児島県の 3 月の有効求人倍率（季節調整値）は 1.20 倍となり、前月を 0.08 ポイント下回りました。 

新規求人倍率（同）は 1.83 倍となり、前月を 0.05 ポイント下回りました。 

正社員有効求人倍率（原数値）は 0.92 倍となり、前年同月（0.97 倍）を 0.05 ポイント下回りました。 

新規求人数（同）は前年同月に比べ、14.4％減と 3 か月連続で減少しました。 

産業別では、前年同月に比べ、建設業（0.7％増）は 3 か月ぶりの増加、製造業（6.9％減）は 6 か月連続

の減少､運輸業、郵便業（29.6％減）は 4 か月連続の減少、卸売業、小売業（14.2％減）は 3 か月連続の減

少、宿泊業、飲食サービス業（36.8％減）は 6 か月連続の減少、医療、福祉（4.2％減）は３か月連続の減

少、その他のサービス業（16.1％減）は６か月連続の減少となりました。 

新規求職者数（同）は前年同月に比べ 8.4％減と３か月連続の減少となりました。 

新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者(6.6％減)は 3 か月連続の減少、離

職求職者（7.0％減）は 3 か月連続の減少、無業求職者（20.1％減）は 6 か月連続の減少となりました。 

離職求職者の内訳では、事業主都合離職者(16.0％減)は 3 か月連続の減少、自己都合離職者（3.7％

減）は 3 か月連続の減少となりました。 

政府の 3 月の月例経済報告では、生産、輸出は据え置かれ、設備投資、消費者物価は増加傾向から横

ばいに、個人消費、企業収益、雇用情勢については、いずれの項目も感染症の影響がみられるとされてい

ます。景気の基調判断は、「新型コロナウイルス感染症の影響により、足下で大幅に下押しされており、厳

しい状況にある」と変更されました。また、雇用情勢は「改善してきたが、感染症の影響が見られる」と変更

されました。 

鹿児島県の雇用情勢は、有効求人倍率が、47 か月連続で 1 倍台を維持しているものの、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大により、新規求人数の急激な落ち込みを見ると、観光関係の業種としての運輸

業、宿泊業、飲食サービス業における雇用への影響があると判断されます。今般の緊急事態宣言の発令

などによる営業活動への影響など、今後、これら業種を含め業種全般の求人・求職の動きに注意する必要

があると考えております。 

 鹿児島労働局では、リーマンショックを上回るとも言われる、今般のコロナショックに対して、新たな「氷

河期世代」を生み出さないことを基本に、経済団体に対して、解雇せず休業等による雇用維持、そのため

に、雇用調整助成金等の活用を強く呼びかけ、県・市町村、金融機関との連携の下、果敢に行政の展開を

図ってまいりたいと考えています。 

 

 
 



鹿 児 島 労 働 局   職 業 安 定 部
　職 業 安 定 課 長
　地方労働市場情報官

最　近　の　雇　用　失　業　情　勢

概　　況

　なお、全国の３月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.39倍となり、前月より0.06ポイント下回った。

１.　求人倍率の推移(  パートを含む、年度平均は原数値、各月は季節調整値  )

27
年度

28 29 30 元
31年
３月

4月
元年
5月

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
２年
1月

２月 ３月

本県 0.89 1.06 1.23 1.32 1.33 1.35 1.36 1.36 1.35 1.35 1.36 1.35 1.36 1.35 1.34 1.35 1.28 1.20

全国 1.23 1.39 1.54 1.62 1.55 1.62 1.63 1.62 1.61 1.59 1.59 1.58 1.58 1.57 1.57 1.49 1.45 1.39

本県 1.36 1.59 1.78 1.92 1.95 1.96 2.07 1.96 1.99 1.96 1.98 1.98 2.01 1.97 1.93 1.94 1.88 1.83

全国 1.86 2.08 2.29 2.42 2.35 2.43 2.44 2.40 2.38 2.37 2.43 2.35 2.43 2.38 2.44 2.04 2.22 2.26

*元年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

２.　求人の動き(  パートを含む、原数値  )
3月の新規求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ14.4％減と3ヶ月連続の減少となった。

3月の新規求人数（同）を産業別に前年同月比でみると、【建設業】（0.7％増）は3ヶ月ぶりの増加、【製造業】（6.9％減）

は6ヶ月連続の減少､【運輸業、郵便業】（29.6％減）は4ヶ月連続の減少､【卸売業、小売業】（14.2％減）は3ヶ月連続の減少、

【宿泊業、飲食サービス業】（36.8％減）は6ヶ月連続の減少、【医療、福祉】（4.2％減）は3ヶ月連続の減少、【サービス業】

（16.1％減）は6ヶ月連続の減少となった。

　3月の有効求人数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ12.8％減と3ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

  新規求人数

Ｄ　建設業

Ｅ　製造業

－ １ －

令和元年 ２年

1,089

1,079 1,192

(▲ 5.4)
Ｍ　宿泊業、飲食サー
     ビス業

4,211

1,251

有効求人数 40,714(▲ 0.9)

2,395

41,204(0.5)

858

(▲ 13.7)1,093(▲ 0.6)

(▲ 6.9)

(▲ 5.3)

(▲ 39.2)

(▲ 6.4)

(▲ 8.4)

(▲ 14.4)

615

(4.1)

1,029

1,561

(▲ 15.0)(▲ 24.9) 1,206

(▲ 34.7)

(▲ 9.3) 488

Ｒ　サービス業（他に
分類されないもの）

39,401

554

4,657

(▲ 9.6) 820

4,610

1,667

540

(▲ 4.2)

(▲ 18.3) (▲ 31.6)

(▲ 29.6)

1,167

652(▲ 30.2)

1,940

1,416

41,153

12,501

1,227

13,047

1,244

1,478

4,439

41,280

(▲ 12.3)

1,000

2,101

622 (▲ 1.9)

(▲ 12.6)

(▲ 1.5)

(▲ 15.4) (▲ 14.4)(▲ 3.5) (▲ 9.8)

2月 3月

4,241

(0.3)

(▲ 14.3)

(▲ 5.6)

1,196

(4.4)

995

775

(7.8)

1,191

H　運輸業、郵便業

Ｉ　卸売業、小売業

(9.5)

(▲ 8.3)

Ｐ　医療、福祉

(0.7)

中　洲　　拓　人
古　 川　　　　恵

　・鹿児島県の３月の有効求人倍率(  季節調整値  )は1.20倍となり、前月より0.08ポイント下回った。
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(▲ 31.1) (▲ 16.1)
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0.6

0.8
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2.0
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３月

4月 元年
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１月

２月 ３月

（ 倍 ） 本県 (  有効 ) 全国 (  有効 )
本県 (  新規 ) 全国 （ 新規 ）

全国 （新規）
本県（新規）

全国（有効)

本県（有効）



３.　求職の動き(パートを含む、原数値。 但し、※「うち３４歳以下」と、※（新規常用求職者態様別内訳）は臨時・季節を除く常用。）
 　3月の新規求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ8.4％減と3ヶ月連続の減少となった。

   新規常用求職者について態様別に前年同月比でみると、在職求職者（6.6％減）は3 ヶ月連続の減少となった。

   また、離職求職者(7.0％減）は3ヶ月連続の減少、無業求職者（20.1％減 ）は6ヶ月連続の減少となった。

　 離職求職者の内訳をみると、事業主都合離職者（16.0％減）は3ヶ月連続の減少となった。

　 自己都合離職者（3.7％減）は3ヶ月連続の減少となった。

　3月の受給資格決定件数(1.1％増)は２ヶ月ぶりの増加となった。

   また、受給者実人員（1.6％減）は6ヶ月連続の減少となった。

　3月の有効求職者数（パートを含む、原数値）は、前年同月に比べ2.7％減と3ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

新規求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち65歳以上

有効求職者数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

※( 新規常用求職者態様別内訳 ) (   ) 内前年同月比(％)

在職求職者

離職求職者

うち事業主都合

うち自己都合

無業求職者

　　　　　　

４.　就職の動き(パートを含む。但し、※「うち３４歳以下」は臨時・季節を除く常用。）
3月の就職件数（パートを含む）は、前年同月に比べ11.5％減と6ヶ月連続の減少となった。

(   ) 内前年同月比(％)

就職件数

※うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

５.　完全失業率(  全国  )

  完全失業率        (  ％  )

  完全失業者数  (  万人  )

※完全失業率は季節調整値
* 下線部分は季節調整替え済み

資料出所：総務省統計局「労働力調査 」

－ ２ －

令和元年 ２年

令和元年 ２年

３月

令和元年 ２年

(▲ 13.5)

(▲ 8.4)

12月

1,703

692

(▲ 4.1)

(4.9)

2,634

(▲ 19.4)

２月

747

(▲ 1.8)

1,205

(▲ 9.6)

(▲ 5.0)(▲ 6.1)

657

672

(▲ 11.0)

(▲ 21.4)1,191

(▲ 22.9)

(▲ 9.7)

642

(▲ 18.9)1,295

（＊）1,687

2,092

２月

(▲ 9.6)

(▲ 6.0)

12月

(▲ 3.5)

（＊）2,065

(11.0)

1,595 2,405

(▲ 14.6)(▲ 9.6)

(▲ 17.4)

(▲ 7.1)

3,682

(▲ 4.6)

(▲ 9.2)

(▲ 8.5)

30,325

(2.4)

2,500

4,097

(3.0)

1月

7,6008,0977,432

(  月平均  )

5,626

2,504

4,000

(11.4)

2,696

1,285

14,096

8,385

(1.5)

(▲ 4.3)

(▲ 3.4)

908

(▲ 5.4)

(▲ 3.7)

14,469

3,918

4,752

(▲ 11.1)

(4.7)540

501 690

(▲ 3.2)

14,95514,469

8,201

13,742

856

195

(▲ 4.4)

(▲ 8.7)

(  月平均  )

令和元年度

1月

(▲ 9.6)

(▲ 4.5)

2,406

942

715

4,549

雇用保険受給者

４４歳以下

４５歳以上 1,395

1,596

791

761

(▲ 6.2)

(▲ 13.4)

(▲ 2.8)3,343

(▲ 4.9)

(▲ 12.6)

(▲ 11.9)

令和元年度

2,095

2,991

新規常用求職者

1,977

7,360

(▲ 2.6)

４５歳以上

雇用保険受給者
実人員

3,484

(1.1)

(▲ 2.1)

(  月平均  )

6,124

(1.1)

(▲ 5.4)

(5.0)9,157

5,846

15,946

9,051

(10.0)

10,303

４５歳以上 3,584

2,237

837

４４歳以下

31,005

雇用保険受給
資格決定件数

15,058

(▲ 10.3)

(3.9)

2,306

3,848

(▲ 5.4)

29,051

(1.0)

(0.0)

906

28,211

2,930

1,820

190

2.8

２9年平均

(▲ 0.4)

(▲ 1.9)

2.4

(▲ 3.8)

674

12月

829

(▲ 8.1)

986

(0.0)

176

2.4

159

(▲ 23.1)

613

159

2.4

(▲ 4.9)

元年平均

145

２年1月

2.52.4

２年2月

164 151

2.2

(▲ 10.9)

679

166

11月

(6.8)

元年10月

(▲ 8.4)

651

162

2.4

1,123

(▲ 3.9)3,652

２年3月

(▲ 2.8)

1,283

2.2

133

(▲ 6.4)

30年平均

(4.2)

(▲ 9.1)４４歳以下

3,699

828

3,173

567 1,020

(▲ 20.8)

4,297

(▲ 6.7)

2,416

876

令和元年度

885

３月

(▲ 20.1)

(▲ 14.6)

8,991

(▲ 8.3)7,573

(▲ 11.5)

(▲ 7.0)

(▲ 6.6)

２月

(▲ 15.1)

2,893

883

1,443

(▲ 20.0)

756

1,879

2,304

３月

(▲ 1.6)

(▲ 4.2)

(▲ 2.1)

(8.9)

(▲ 6.4)

8,509

(1.5)

(▲ 7.4)

(1.6)

(▲ 4.9)

2,313 (0.6)

(2.7)

3,172

721 (12.1)

(▲ 5.5)

1,904

(▲ 22.5) (▲ 13.5)

(▲ 7.7) 3,989

12月

8,036

2,594

1月

(6.0)

5,577

3,185

5,703

(0.3)

(▲ 9.6)

(▲ 6.8)

7,543

(▲ 8.8)

(▲ 8.6)

2,862

(▲ 1.1)

(3.0)

(▲ 2.5)

3,001

5,396

(7.3)

9,502

(▲ 4.8)

10,071

3,449

(▲ 0.8)(2.1) 131 (▲ 5.8) 162 (11.7) (▲ 21.8) 255

(0.8)

3,746

(▲ 4.8)

(1.8)10,660

(5.2)(7.4)

15,856

(6.6)

16,728

(▲ 3.7)

(▲ 0.9)

(▲ 6.5)

31,866

5,445

(▲ 16.0)

2,520

(0.3)

（＊）1,790

15,138

(▲ 13.6)

(▲ 11.6)

(▲ 4.7)3,696

2,367

3,914

(▲ 6.8)

7,610 (▲ 8.4)

(0.8)

（＊）速報値のため修正がありうる

(▲ 6.3)

(1.1)

(▲ 2.7)



6.正社員の職業紹介状況（原数値）
(   ) 内前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)

※常用フルタイム求職者・・・・パート及び4カ月未満の臨時を希望する求職者以外の求職者

7.令和元年度　鹿児島労働局　安定所別　有効求人倍率（原数値） ※パートタイムを含む　様式３

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 年度計

有効求職 12,467 12,487 12,296 11,914 11,577 11,627 11,745 11,206 10,492 10,575 10,726 11,309 138,421
有効求人 18,412 16,909 17,115 17,507 17,528 17,733 18,446 18,406 17,798 18,172 16,868 16,344 211,238
求人倍率 1.48 1.35 1.39 1.47 1.51 1.53 1.57 1.64 1.70 1.72 1.57 1.45 1.53
有効求職 4,327 4,212 4,036 3,928 3,853 3,871 3,871 3,760 3,459 3,650 3,860 4,102 46,929
有効求人 5,498 5,347 5,314 5,343 5,138 5,248 5,308 5,178 5,049 5,095 5,556 5,349 63,423
求人倍率 1.27 1.27 1.32 1.36 1.33 1.36 1.37 1.38 1.46 1.40 1.44 1.30 1.35
有効求職 2,255 2,197 2,099 1,987 1,926 1,936 1,972 1,915 1,748 1,856 1,890 2,007 23,788
有効求人 2,518 2,522 2,494 2,487 2,333 2,392 2,370 2,415 2,327 2,266 2,520 2,492 29,136
求人倍率 1.12 1.15 1.19 1.25 1.21 1.24 1.20 1.26 1.33 1.22 1.33 1.24 1.22
有効求職 1,584 1,550 1,506 1,510 1,499 1,509 1,476 1,441 1,340 1,406 1,428 1,501 17,750
有効求人 2,251 2,103 2,102 2,136 2,118 2,164 2,254 2,066 2,039 2,105 2,112 1,970 25,420
求人倍率 1.42 1.36 1.40 1.41 1.41 1.43 1.53 1.43 1.52 1.50 1.48 1.31 1.43
有効求職 488 465 431 431 428 426 423 404 371 388 542 594 5,391
有効求人 729 722 718 720 687 692 684 697 683 724 924 887 8,867
求人倍率 1.49 1.55 1.67 1.67 1.61 1.62 1.62 1.73 1.84 1.87 1.70 1.49 1.64
有効求職 4,559 4,474 4,367 4,109 4,047 4,067 4,267 3,991 3,830 4,047 4,243 4,344 50,345
有効求人 5,622 5,512 5,492 5,557 5,536 5,714 5,900 5,860 5,729 5,764 5,849 5,591 68,126
求人倍率 1.23 1.23 1.26 1.35 1.37 1.40 1.38 1.47 1.50 1.42 1.38 1.29 1.35
有効求職 2,898 2,858 2,820 2,776 2,739 2,766 2,699 2,536 2,408 2,580 2,681 2,787 32,548
有効求人 3,686 3,594 3,636 3,729 3,696 3,840 3,744 3,743 3,693 3,676 3,770 3,626 44,433
求人倍率 1.27 1.26 1.29 1.34 1.35 1.39 1.39 1.48 1.53 1.42 1.41 1.30 1.37
有効求職 1,661 1,616 1,547 1,333 1,308 1,301 1,568 1,455 1,422 1,467 1,562 1,557 17,797
有効求人 1,936 1,918 1,856 1,828 1,840 1,874 2,156 2,117 2,036 2,088 2,079 1,965 23,693
求人倍率 1.17 1.19 1.20 1.37 1.41 1.44 1.38 1.45 1.43 1.42 1.33 1.26 1.33
有効求職 4,226 4,232 4,136 3,987 3,983 4,066 4,094 3,955 3,826 3,926 3,940 4,094 48,465
有効求人 4,765 4,561 4,659 4,587 4,772 4,733 4,834 4,498 4,512 4,301 4,169 4,082 54,473
求人倍率 1.13 1.08 1.13 1.15 1.20 1.16 1.18 1.14 1.18 1.10 1.06 1.00 1.12
有効求職 1,522 1,539 1,507 1,464 1,463 1,470 1,491 1,471 1,448 1,495 1,503 1,536 17,909
有効求人 1,649 1,568 1,645 1,602 1,569 1,530 1,536 1,512 1,551 1,505 1,512 1,530 18,709
求人倍率 1.08 1.02 1.09 1.09 1.07 1.04 1.03 1.03 1.07 1.01 1.01 1.00 1.04
有効求職 1,705 1,705 1,665 1,593 1,593 1,632 1,641 1,556 1,451 1,481 1,501 1,578 19,101
有効求人 1,810 1,797 1,792 1,805 1,935 1,935 1,987 1,762 1,706 1,628 1,497 1,518 21,172
求人倍率 1.06 1.05 1.08 1.13 1.21 1.19 1.21 1.13 1.18 1.10 1.00 0.96 1.11
有効求職 999 988 964 930 927 964 962 928 927 950 936 980 11,455
有効求人 1,306 1,196 1,222 1,180 1,268 1,268 1,311 1,224 1,255 1,168 1,160 1,034 14,592
求人倍率 1.31 1.21 1.27 1.27 1.37 1.32 1.36 1.32 1.35 1.23 1.24 1.06 1.27
有効求職 5,342 5,147 5,086 4,915 4,942 5,052 4,993 4,770 4,518 4,704 5,022 5,321 59,812
有効求人 6,299 5,982 5,884 5,689 5,503 5,518 5,838 5,979 5,719 5,208 5,416 5,328 68,363
求人倍率 1.18 1.16 1.16 1.16 1.11 1.09 1.17 1.25 1.27 1.11 1.08 1.00 1.14
有効求職 4,541 4,341 4,288 4,155 4,181 4,279 4,241 4,040 3,804 3,977 4,304 4,581 50,732
有効求人 5,525 5,165 5,078 4,904 4,706 4,771 5,067 5,219 4,999 4,497 4,676 4,606 59,213
求人倍率 1.22 1.19 1.18 1.18 1.13 1.11 1.19 1.29 1.31 1.13 1.09 1.01 1.17
有効求職 801 806 798 760 761 773 752 730 714 727 718 740 9,080
有効求人 774 817 806 785 797 747 771 760 720 711 740 722 9,150
求人倍率 0.97 1.01 1.01 1.03 1.05 0.97 1.03 1.04 1.01 0.98 1.03 0.98 1.01
有効求職 650 649 706 591 572 601 584 540 523 527 546 559 7,048
有効求人 758 732 666 639 644 654 678 676 664 667 666 680 8,124
求人倍率 1.17 1.13 0.94 1.08 1.13 1.09 1.16 1.25 1.27 1.27 1.22 1.22 1.15
有効求職 1,968 1,834 1,763 1,713 1,636 1,679 1,605 1,527 1,563 1,622 1,988 2,137 21,035
有効求人 2,003 1,772 1,742 1,654 1,606 1,657 1,616 1,671 1,682 1,997 2,190 2,027 21,617
求人倍率 1.02 0.97 0.99 0.97 0.98 0.99 1.01 1.09 1.08 1.23 1.10 0.95 1.03
有効求職 33,539 33,035 32,390 31,157 30,610 30,963 31,159 29,749 28,211 29,051 30,325 31,866 372,055
有効求人 43,357 40,815 40,872 40,976 40,727 41,257 42,620 42,268 41,153 41,204 40,714 39,401 495,364
求人倍率 1.29 1.24 1.26 1.32 1.33 1.33 1.37 1.42 1.46 1.42 1.34 1.24 1.33

鹿児島地域 ・・・鹿児島 北薩地域 ・・・川内、出水、宮之城 大隅地域 ・・・鹿屋、大隅 南薩地域 ・・・加世田、伊集院、指宿

姶良地域 ・・・国分、大口 熊毛地域 ・・・熊毛 奄美地域 ・・・名瀬

-3-

※地域別：安定所の管轄区分

県計

指宿

姶良地域

国分

大口

熊毛地域

奄美地域

伊集院

安定所

鹿児島
地　 域

北薩地域

川内

出水

宮之城

大隅地域

鹿屋

大隅

南薩地域

加世田

(0.0)

全新規求人における
構成比 42.5% (2.2) 46.8% (0.9)

全求職者における
構成比 59.7%

18,496 (▲ 4.6)

新規常用フルタイム
求職者数 4,624 (▲ 12.3) 3,633 (1.6)

(2.2) 45.1% (0.2)

(▲ 7.7)

正社員有効求人数

全有効求人における
構成比

64.6%

(1.4)

全　　国 1.15 (0.02)

正社員有効求人倍率 1.01

18,690 (6.0) 18,588

1.09 (0.05)

有効常用フルタイム
求職者数

全新規求職者における
構成比

正社員新規求人倍率 1.38

62.2% (▲ 5.4)

45.3% (▲ 7.8)

17,780

1.37

(▲ 3.8)

6,413 (▲ 7.4) 5,743

1.21 (▲ 0.02) 1.13 (▲ 0.08)

44.9%

4,690

18,579

45.1% (2.3) 45.1%

(0.4)

(1.3)42.9% (1.3)

6,417

1.25 (0.03)

(▲ 0.9) 63.3% (▲ 0.6)

(▲ 11.2) 4,828

61.7% (▲ 1.1)

43.7%

63.4%

(▲ 9.2)5,129

(3.8) 45.9%

(▲ 11.8)

1.19 (0.05)

3月2月

(0.06)

(▲ 7.1)

1月

正社員新規求人数 6,486 (1.5) 6,107

令和元年度

12月(  月平均  )

(0.08)

(4.2)

1.68 (0.04)

令和元年 ２年

19,268(▲ 4.6)18,293(▲ 2.5)17,563(0.6)16,978(▲ 2.9)

60.3% (▲ 0.6) 60.5%(▲ 0.2)60.5%(▲ 0.1)60.2%(▲ 2.7)

(▲ 2.6)

(▲ 0.12)1.02

(0.06) 0.92 (▲ 0.05)

(▲ 0.10)

1.00(0.05)1.06 (0.01)

(2.3)(3.3) 18,262

1.08



（参　　　　考）

概　　況
鹿児島県の令和元年度平均の有効求人倍率は1.33倍となり、前年度を0.01ポイント上回った。

なお、全国の令和元年度平均の有効求人倍率は1.55倍となり、前年度を0.07ポイント下回った。

１.　求人倍率の推移(  パートを含む、　原数値  )

２.　求人・求職の動き(  パートを含む、原数値  )

(   ) 内前年比(％)

(▲ 5.4)

有効求職者数 396,628 (▲ 2.5) 380,236 (▲ 4.1) 372,055 (▲ 2.2)

新規求職者数 98,957 (▲ 1.3) 94,266 (▲ 4.7) 89,184

(▲ 12.6)

有効求人数 486,861 (12.8) 503,081 (3.3) 495,364 (▲ 1.5)

Ｒ　サービス業（他に分類されないもの） 19,019 (9.6) 20,288 (6.7) 17,731

(▲ 14.3)

Ｐ　医療、福祉 47,264 (9.9) 51,038 (8.0) 53,272 (4.4)

Ｍ　宿泊業、飲食サー ビス業 14,534 (6.1) 13,995 (▲ 3.7) 11,998

(▲ 1.9)

Ｉ　卸売業、小売業 27,092 (2.4) 27,498 (1.5) 25,213 (▲ 8.3)

Ｈ　運輸業、郵便業 7,720 (7.5) 7,606 (▲ 1.5) 7,459

17,689 (20.7) 17,011 (▲ 3.8) 14,922 (▲ 12.3)

(▲ 3.5)

Ｄ　建設業 14,519 (18.0) 14,680 (1.1) 14,722 (0.3)

Ｅ　製造業

新規求人数 176,235 (10.4) 180,665 (2.5) 174,296

2.42 2.35

29年度 30年度 元年度

全国 1.53 1.69 1.86 2.08 2.29

1.55

新規求人倍率
本県 1.13 1.24 1.36 1.59 1.78 1.92 1.95

1.23 1.32 1.33

全国 0.97 1.11 1.23 1.39 1.54 1.62
有効求人倍率

本県 0.72 0.78 0.89 1.06

最　近　の　雇　用　失　業　情　勢

（　令和元年度総括分　）

25年度 26年度 27年度 ２8年度 ２9年度 ３０年度 元年度

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度

（ 倍 ）

本県 (  有効 )

全国 (  有効 )

本県 (  新規 )

全国 （ 新規 ）

全国 （新規） 本県（新規）

全国（有効）

本県（有効）



 

 

 

 

報道関係者  各位 

 

 

 

 

 

 

高校生の就職内定率99.4％ 引き続き高水準で推移 

県内就職内定割合53.5％ 依然、過半数止まり 

～令和２年３月新規高等学校卒業者職業紹介状況（令和２年３月末現在）～ 
 

鹿児島労働局（局長 小林 剛）では、令和２年３月新規高等学校卒業者の求人・求職状

況などの把握のための調査を行い、令和２年３月末現在の状況を取りまとめましたので公

表します。 

【結果の概要】 
 

 
〇 就 職 内 定 率   99.4％  対前年同月から0.3ポイント減 

○ 県内就職内定割合   53.5％  同 1.3％増 ※１ 

就職内定者数 4,031人１同2.1％（85人）減（県内2,155人、県外1,876人） ※２ 

【参考】 

〇 求 人 数  6,146人１１対前年同月から2.8％（176人）減※３ 

〇 求職者数  4,055人１１同1.8％（75人）減 ※４ 

〇 求人倍率  01.52倍１１同0.01ポイント減 ※５ 
 

※1. 県内就職内定割合は就職者全数に占める県内就職者の割合です。 

※2. 就職内定者数は、学校又はハローワークの紹介によって内定した生徒の状況です。自営・縁故就職・

公務員への応募等、学校の紹介によらない就職希望者は含まれていません。 

※3. 求人数は、鹿児島県内で受理したものを計上しています。 

※4. 求職者数は、学校やハローワークからの職業紹介を希望する生徒です。 

※5. 求人倍率は、厚生労働省本省発表にあわせて全求職者と県内求人により算出しています。 

 
鹿児島労働局では、未内定卒業者に対し、今後も引き続き学校関係機関と連携し、新卒応援ハロ

ーワークをはじめ県内各ハローワーク利用の呼びかけをより強化し、１日でも早く就職できる

よう、就職支援ナビゲーターを中心とした個別支援を継続します。 

また、就職活動の長期化や内定が得られないことによる心理的負担の軽減が必要な者に対し、

鹿児島新卒応援ハローワークの臨床心理士による心理的ケアを実施する、各種スキルの習得が

早期就職に有効と判断される者に対して、ハロートレーニング（公的職業訓練）の活用を勧め

る等、各ハローワークでは、個別事情に応じ、未内定卒業者が抱える事情・課題に寄り添い支援し

ていきます。 

令和2年4月28日 

【照会先】 

鹿児島労働局職業安定部 訓練室 

室  長  地頭  政（内線120） 

室長補佐  下野 智江（内線121） 

電  話  099-219-8711 



鹿児島労働局

計 男 女 計 男 女 人数 増減率・P

1 求 人 数 6,146 6,322 ▲176 ▲2.8%

2 求 職 者 数 4,055 2,262 1,793 4,130 2,275 1,855 ▲75 ▲1.8%

う　ち　県　内　⑴ 2,175 1,054 1,121 2,162 1,078 1,084 13 0.6%

う　ち　県　外　　 1,880 1,208 672 1,968 1,197 771 ▲88 ▲4.5%

求職者数に占める
県内求職者数の割合

【　⑴ / ２　】
53.6% 46.6% 62.5% 52.3% 47.4% 58.4% － 1.3P

求 人 倍 率

【 １ / ２ 】

4 就 職 内 定 者 数 4,031 2,251 1,780 4,116 2,266 1,850 ▲85 ▲2.1%

う　ち　県　内　⑵ 2,155 1,043 1,112 2,150 1,069 1,081 5 0.2%

う　ち　県　外　　 1,876 1,208 668 1,966 1,197 769 ▲90 ▲4.6%

就職内定者数に占める
県内就職内定者数の割合

【　⑵ / ４　】
53.5% 46.3% 62.5% 52.2% 47.2% 58.4% － 1.3P

就 職 内 定 率

【 ４ / ２ 】

う　ち　県　内　　 99.1% 99.0% 99.2% 99.4% 99.2% 99.7% － ▲0.3P

う　ち　県　外　　 99.8% 100.0% 99.4% 99.9% 100.0% 99.7% － ▲0.1P

就 職 未 内 定 者 数

【 ２ － ４ 】

＊求人数は、県内のハローワークで受理した求人数です。

＊求職者数は、学校又はハローワークの紹介を希望する生徒の状況です。

＊就職内定者数は、学校又はハローワークの紹介によって内定した生徒の状況です。

　自営・縁故就職・公務員への応募等、学校の紹介によらない就職希望者は含まれていません。

71.4%

－ ▲0.3P

6 24 11 13 14 9 5 10

－ ▲0.01P

5 99.4% 99.5% 99.3% 99.7% 99.6% 99.7%

3 1.52 1.53

新規高等学校卒業者の求人・求職・就職の状況
〈 令 和 2 年 3 月 卒 業 者 〉

区　　　　　　　分
令和2年3月末現在 前 年 同 月 対前年
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鹿児島労働局

　　＊　求人数は、県内のハローワークで受理した求人数です。

　　＊　求職者数は、学校又はハローワークの紹介を希望する生徒の状況です。

平成22年度

（23年3月卒）

平成23年度

（24年3月卒）

平成24年度

（25年3月卒）

平成25年度

（26年3月卒）

平成26年度

（27年3月卒）

平成27年度

（28年3月卒）

平成28年度

（29年3月卒）

平成29年度

（30年3月卒）

平成30年度

（31年3月卒）

令和元年度

（2年3月卒）

求人数 2,477 2,929 3,094 3,399 4,093 4,605 4,941 5,934 6,322 6,146

求職者数 4,281 4,249 4,185 4,046 4,189 4,075 3,992 4,029 4,130 4,055

求人倍率 0.58 0.69 0.74 0.84 0.98 1.13 1.24 1.47 1.53 1.52
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鹿児島労働局

　　＊　求職者数は、学校又はハローワークの紹介を希望する生徒の状況です。

　　＊　就職内定者数は、学校又はハローワークの紹介によって内定した生徒の状況です。

　　　　自営・縁故就職・公務員への応募等、学校の紹介によらない就職希望者は含まれていません。

平成22年度

（23年3月卒）

平成23年度

（24年3月卒）

平成24年度

（25年3月卒）

平成25年度

（26年3月卒）

平成26年度

（27年3月卒）

平成27年度

（28年3月卒）

平成28年度

（29年3月卒）

平成29年度

（30年3月卒）

平成30年度

（31年3月卒）

令和元年度

（2年3月卒）

求職者数 4,281 4,249 4,185 4,046 4,189 4,075 3,992 4,029 4,130 4,055

内定者数 4,155 4,177 4,132 4,001 4,150 4,050 3,977 4,007 4,116 4,031

就職内定率 97.1 98.3 98.7 98.9 99.1 99.4 99.6 99.5 99.7 99.4
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大学生の就職内定率は、96.4％ 引き続き高水準で推移 

～ 令和２年３月新規大学等卒業者職業紹介状況（令和２年３月末現在） ～ 
 

 

鹿児島労働局（局長 小林 剛）では、令和２年３月新規大学等卒業者の求人・求職状況

などの把握のための調査を行い、令和２年３月末現在の状況を取りまとめましたので公表し

ます。 
 

【就職内定率の概要】 
 

【大学（6大学）】 

〇 県内、県外を合わせた就職内定率は96.4％ 対前年同月から0.1ポイント減 
 

【短期大学（4短期大学）】 

〇 県内、県外を合わせた就職内定率は98.2％ 対前年同月から0.5ポイント減 

 

鹿児島労働局では、未内定卒業者に対し、大学等関係機関と連携しハローワークの就職

支援ナビゲーターによる支援（大学等の協力により把握した未内定者への電話による来所

勧奨や求人情報の送付など）を継続するとともに、就職活動についてのアドバイスや希望に

沿った求人情報の提供などの個別支援を徹底し、１日でも早い就職を目指します。 

さらに、臨床心理士による相談、ハロートレーニング（公的職業訓練）の活用等、各

ハローワークでは、個別事情に応じ、未内定卒業者が抱える事情・課題に寄り添い支援し

ていきます。 

令和2年4月28日 

【照会先】 

鹿児島労働局職業安定部 訓練室 

室  長  地頭  政（内線120） 

室長補佐  下野 智江（内線121） 

電  話  099-219-8711 



鹿児島労働局

計 男 女 計 男 女 人数 増減率・P

1 求 人 数 4,541 4,573 ▲32 ▲0.7%

2 求 職 者 数 1,769 962 807 1,814 965 849 ▲45 ▲2.5%

う　ち　県　内　⑴ 820 420 400 807 387 420 13 1.6%

う　ち　県　外　　 949 542 407 1,007 578 429 ▲58 ▲5.8%

求職者数に占める
県内求職者数の割合

【　⑴ / ２　】
46.4% 43.7% 49.6% 44.5% 40.1% 49.5% － 1.9P

3 求 人 倍 率

【 １ / ２ 】

4 就 職 内 定 者 数 1,706 924 782 1,750 930 820 ▲44 ▲2.5%

う　ち　県　内　⑵ 795 410 385 782 374 408 13 1.7%

う　ち　県　外　　 911 514 397 968 556 412 ▲57 ▲5.9%

就職内定者数に占める
県内就職内定者数の割合

【　⑵ / ４　】
46.6% 44.4% 49.2% 44.7% 40.2% 49.8% － 1.9P

5 就 職 内 定 率

【 ４ / ２ 】

う　ち　県　内　　 97.0% 97.6% 96.3% 96.9% 96.6% 97.1% － 0.1P

う　ち　県　外　　 96.0% 94.8% 97.5% 96.1% 96.2% 96.0% － ▲0.1P

就 職 未 内 定 者 数

【 ２ － ４ 】

（参考）

新規大学卒業者の求人・求職・就職の状況
〈 令 和 2 年 3 月 卒 業 者 〉

区　　　　　　　分
令和2年3月末現在 前 年 同 月 対前年

－ 0.05P

96.4% 96.0% 96.9% 96.5% 96.4% 96.6% － ▲0.1P

2.57 2.52

29 ▲1 ▲1.6%

　この公表データは、鹿児島労働局管内の大学６校が、各月末時点で学生からの報告等により把握している内
定状況等を取りまとめたものです。本調査は大学等の協力により可能な範囲で把握した数字を取りまとめてお
り、報告のない学生や連絡の取れない学生などは未内定として計上しています。なお、厚生労働省及び文部科
学省が公表している「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」は抽出調査としており、調査時点ごとに、電
話・面接等の方法により抽出した学生全員に対して学校を通じて内定状況を確認した結果であり、調査方法が
異なることから、この調査と直接数値を比較できるものではありません。また、自営・縁故就職・公務員への
応募等、学校の紹介によらない就職希望者は含まれていません。

6 63 38 25 64 35



鹿児島労働局

計 男 女 計 男 女 人数 増減率・P

1 求 人 数 2,449 2,525 ▲76 ▲3.0%

2 求 職 者 数 708 18 690 714 11 703 ▲6 ▲0.8%

う　ち　県　内　⑴ 572 16 556 597 10 587 ▲25 ▲4.2%

う　ち　県　外　　 136 2 134 117 1 116 19 16.2%

求職者数に占める
県内求職者数の割合

【　⑴ / ２　】
80.8% 88.9% 80.6% 83.6% 90.9% 83.5% － ▲2.8P

求 人 倍 率

【 １ / ２ 】

4 就 職 内 定 者 数 695 18 677 705 10 695 ▲10 ▲1.4%

う　ち　県　内　⑵ 559 16 543 589 9 580 ▲30 ▲5.1%

う　ち　県　外　　 136 2 134 116 1 115 20 17.2%

就職内定者数に占める
県内就職内定者数の割合

【　⑵ / ４　】
80.4% 88.9% 80.2% 83.5% 90.0% 83.5% － ▲3.1P

就 職 内 定 率

【 ４ / ２ 】

う　ち　県　内　　 97.7% 100.0% 97.7% 98.7% 90.0% 98.8% － ▲1.0P

う　ち　県　外　　 100.0% 100.0% 100.0% 99.1% 100.0% 99.1% － 0.9P

就 職 未 内 定 者 数

【 ２ － ４ 】

（参考）

新規短大卒業者の求人・求職・就職の状況
〈 令 和 2 年 3 月 卒 業 者 〉

区　　　　　　　分
令和2年3月末現在 前 年 同 月 対前年

－ ▲0.08P

5 98.2% 100.0% 98.1% 98.7% 90.9% 98.9%

3 3.46 3.54

44.4%

　この公表データは、鹿児島労働局管内の短期大学４校が、各月末時点で学生からの報告等により把握してい
る内定状況等を取りまとめたものです。本調査は大学等の協力により可能な範囲で把握した数字を取りまとめ
ており、報告のない学生や連絡の取れない学生などは未内定として計上しています。なお、厚生労働省及び文
部科学省が公表している「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」は抽出調査としており、調査時点ごとに、
電話・面接等の方法により抽出した学生全員に対して学校を通じて内定状況を確認した結果であり、調査方法
が異なることから、この調査と直接数値を比較できるものではありません。また、自営・縁故就職・公務員へ
の応募等、学校の紹介によらない就職希望者は含まれていません。

－ ▲0.5P

6 13 0 13 9 1 8 4



鹿児島労働局

計 男 女 計 男 女 人数 増減率・P

1 求 人 数 231 275 ▲44 ▲16.0%

2 求 職 者 数 122 106 16 127 112 15 ▲5 ▲3.9%

う　ち　県　内　⑴ 22 20 2 18 18 0 4 22.2%

う　ち　県　外　　 100 86 14 109 94 15 ▲9 ▲8.3%

求職者数に占める
県内求職者数の割合

【　⑴ / ２　】
18.0% 18.9% 12.5% 14.2% 16.1% 0.0% － 3.8P

求 人 倍 率

【 １ / ２ 】

4 就 職 内 定 者 数 122 106 16 126 111 15 ▲4 ▲3.2%

う　ち　県　内　⑵ 22 20 2 18 18 0 4 22.2%

う　ち　県　外　　 100 86 14 108 93 15 ▲8 ▲7.4%

就職内定者数に占める
県内就職内定者数の割合

【　⑵ / ４　】
18.0% 18.9% 12.5% 14.3% 16.2% 0.0% － 3.7P

就 職 内 定 率

【 ４ / ２ 】

う　ち　県　内　　 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% － － 0.0P

う　ち　県　外　　 100.0% 100.0% 100.0% 99.1% 98.9% 100.0% － 0.9P

就 職 未 内 定 者 数

【 ２ － ４ 】

（参考）

新規高等専門学校卒業者の求人・求職・就職の状況
〈 令 和 2 年 3 月 卒 業 者 〉

区　　　　　　　分
令和2年3月末現在 前 年 同 月 対前年

－ ▲0.28P

5 100.0% 100.0% 100.0% 99.2% 99.1% 100.0%

3 1.89 2.17

▲100.0%

　この公表データは、鹿児島労働局管内の高等専門学校１校が、各月末時点で学生からの報告等により把握し
ている内定状況等を取りまとめたものです。本調査は大学等の協力により可能な範囲で把握した数字を取りま
とめており、報告のない学生や連絡の取れない学生などは未内定として計上しています。なお、厚生労働省及
び文部科学省が公表している「大学等卒業予定者の就職内定状況調査」は抽出調査としており、調査時点ごと
に、電話・面接等の方法により抽出した学生全員に対して学校を通じて内定状況を確認した結果であり、調査
方法が異なることから、この調査と直接数値を比較できるものではありません。また、自営・縁故就職・公務
員への応募等、学校の紹介によらない就職希望者は含まれていません。

－ 0.8P

6 0 0 0 1 1 0 ▲1



鹿児島労働局

　　＊　求人数は、各大学等が受理した県内求人数です。

　　＊　求職者数は、学校又はハローワークの紹介を希望する学生の状況です。

平成22年度

（23年3月卒）

平成23年度

（24年3月卒）

平成24年度

（25年3月卒）

平成25年度

（26年3月卒）

平成26年度

（27年3月卒）

平成27年度

（28年3月卒）

平成28年度

（29年3月卒）

平成29年度

（30年3月卒）

平成30年度

（31年3月卒）

令和元年度

（2年3月卒）

求人数 3,831 2,577 3,047 3,486 3,924 4,359 4,478 5,021 4,573 4,541

求職者 1,760 1,996 1,794 1,916 2,042 1,818 1,792 1,794 1,814 1,769

求人倍率 2.18 1.29 1.70 1.82 1.92 2.40 2.50 2.80 2.52 2.57
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鹿児島労働局

　　＊　求職者数は、学校又はハローワークの紹介を希望する学生の状況です。

　　＊　就職内定者数は、学校又はハローワークの紹介によって内定した学生の状況です。

　　　　自営・縁故就職・公務員への応募等、学校の紹介によらない就職希望者は含まれていません。

平成22年度

（23年3月卒）

平成23年度

（24年3月卒）

平成24年度

（25年3月卒）

平成25年度

（26年3月卒）

平成26年度

（27年3月卒）

平成27年度

（28年3月卒）

平成28年度

（29年3月卒）

平成29年度

（30年3月卒）

平成30年度

（31年3月卒）

令和元年度

（2年3月卒）

求職者数 1,760 1,996 1,794 1,916 2,042 1,818 1,792 1,794 1,814 1,769

内定者数 1,505 1,723 1,618 1,782 1,905 1,732 1,726 1,740 1,750 1,706

就職内定率 85.5 86.3 90.2 93.0 93.3 95.3 96.3 97.0 96.5 96.4

1,760 

1,996 

1,794 

1,916 
2,042 

1,818 1,792 1,794 1,814 1,769 

1,505 

1,723 

1,618 

1,782 

1,905 

1,732 1,726 1,740 1,750 
1,706 

85.5 86.3 

90.2 

93.0 93.3 
95.3 

96.3 97.0 96.5 96.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

2,000

4,000
(％)(人)

求職者数 内定者数 就職内定率
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鹿児島労働局

　　＊　求人数は、各大学等が受理した県内求人数です。

　　＊　求職者数は、学校又はハローワークの紹介を希望する学生の状況です。

平成22年度

（23年3月卒）

平成23年度

（24年3月卒）

平成24年度

（25年3月卒）

平成25年度

（26年3月卒）

平成26年度

（27年3月卒）

平成27年度

（28年3月卒）

平成28年度

（29年3月卒）

平成29年度

（30年3月卒）

平成30年度

（31年3月卒）

令和元年度

（2年3月卒）

求人数 1,853 1,705 1,860 2,009 2,025 2,116 2,268 2,321 2,525 2,449

求職者 799 870 961 906 937 807 829 770 714 708

求人倍率 2.32 1.96 1.94 2.22 2.16 2.62 2.74 3.01 3.54 3.46
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鹿児島労働局

　　＊　求職者数は、学校又はハローワークの紹介を希望する学生の状況です。

　　＊　就職内定者数は、学校又はハローワークの紹介によって内定した学生の状況です。

　　　　自営・縁故就職・公務員への応募等、学校の紹介によらない就職希望者は含まれていません。

平成22年度

（23年3月卒）

平成23年度

（24年3月卒）

平成24年度

（25年3月卒）

平成25年度

（26年3月卒）

平成26年度

（27年3月卒）

平成27年度

（28年3月卒）

平成28年度

（29年3月卒）

平成29年度

（30年3月卒）

平成30年度

（31年3月卒）

令和元年度

（2年3月卒）

求職者数 799 870 961 906 937 807 829 770 714 708

内定者数 712 795 916 886 913 779 817 761 705 695

就職内定率 89.1 91.4 95.3 97.8 97.4 96.5 98.6 98.8 98.7 98.2
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報道関係者 各位 

 

 

 

 

 

「令和２年度 鹿児島県高等学校就職問題検討会議（第 1回）」の開催（持ち回り）について 

～新型コロナウイルス感染症に打ち勝ち、内定100％をめざす具体的方策を検討～ 

ＳＴＯＰ!Neo「氷河期世代」 
 

 鹿児島県教育委員会と鹿児島労働局は、新規高等学校卒業者の就職機会を確保するとともに、本県の状況等

を踏まえた就職支援・職業紹介が円滑に推進されるよう、高校、経済団体、行政の連携体制を確立し、必要な

事項の連絡・検討・協議等を行うことを目的として、平成14年度より「鹿児島県高等学校就職問題検討会議」

を設置しています。 

今年度は、本県における新規高等学校卒業者の応募・推薦方法のあり方についての関係者の申し合せ及び確

認事項等の協議を行うための「令和２年度鹿児島県高等学校就職問題検討会議」を４月27日に開催する予定で

したが、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言を受け、構成員の了承の下、下記内容について持ち回

り開催といたします。 

 

１ 開催日時 

   令和２年４月27日（月）開催を、持ち回りで実施。 

 

２ 構成員 

別添「鹿児島県高等学校就職問題検討会議設置要綱」のとおり 

 

３ 議題等 

（１） 令和元年度新規学卒者就職状況 

（２） 各機関就職支援策の取り組み 

（３） 令和２年度の選考開始期日等全国統一事項について 

（４） 令和2年度の応募・推薦方法の在り方について 

・提案「一人一社制を含む就職慣行の見直しについて」 

 

４ 配付資料（会議資料 抜粋）＜別紙＞ 

 

５ 今後の予定 

令和２年度の応募・推薦方法の方針を決定するにあたり、議題（４）について、意見集約を行い、

５月上旬を目処に、開催を検討している第2回鹿児島県高等学校就職問題検討会議で検討する予定。 

 

令和２年４月２８日 

鹿児島労働局 職業安定部 訓練室 

室  長  地 頭    政 

室長補佐  下 野  智 江 

電  話  099-219-8711 



鹿児島県高等学校就職問題検討会議設置要綱 
 

 

１ 趣旨  

  新規高等学校卒業者の就職機会を確保するとともに、地域の状況等を踏まえた就職

支援・職業紹介が円滑に推進されるよう、関係者の連携体制を確立し、必要な事項の

連絡・検討・協議等を行うため、標記会議を設置することとする。 

 

２ 構成員 

・ 経済団体 

  鹿児島県商工会議所連合会常任幹事 

  鹿児島県経営者協会専務理事 

  鹿児島県商工会連合会専務理事 

  鹿児島県中小企業団体中央会専務理事 

・ 高等学校 

  鹿児島県高等学校教育研究会農業部会長（鹿児島県立鹿屋農業高等学校長） 

  鹿児島県高等学校教育研究会工業部会長（鹿児島県立鹿児島工業高等学校長） 

  鹿児島県高等学校教育研究会商業部会長（鹿児島市立鹿児島商業高等学校長） 

  鹿児島県私立中学高等学校協会高等学校長会会長 

・ 行政機関 

  鹿児島県教育庁高校教育課長 

  鹿児島県総務部学事法制課長 

  鹿児島県商工労働水産部雇用労政課長 

  鹿児島労働局職業安定部長 

  鹿児島労働局職業安定部訓練室長 

 

３ 議長 

  鹿児島労働局職業安定部長を本会議の議長とする 

 

４ 検討事項 

・ 就職慣行の見直し～新規高等学校卒業者の応募・推薦方法のあり方 

・ 均等な応募、選考の機会の確保 

・ 生徒に対する効果的な職業指導等を行うための検討 

・ その他新規高等学校卒業者の就職問題全般に関すること 

 

５ 議事の公開 

  本会議で協議された申合せ、確認事項等は報道機関に発表するなど、適切な方法で

速やかに公表することとする。 

 

６ 会議の開催 

  本会議は毎年４月に開催し、当該年度の取扱い等に関して協議を行うこととする。 

 

７ その他 

  本会議の事務局は、鹿児島県教育庁高校教育課及び鹿児島労働局職業安定部訓練室

が担当する。 

 

  付  則 

   この要綱は、平成１４年４月 １日から適用する。 

   この要綱は、平成２１年４月２８日から一部改正する。 

   この要綱は、平成２２年４月２６日から一部改正する。 

   この要綱は、平成２５年４月２５日から一部改正する。 

   この要綱は、平成２６年４月２５日から一部改正する。 

   この要綱は、平成２９年４月２７日から一部改正する。 



鹿児島県高等学校就職問題検討会議 

構成員 各 位 

 

高校生の応募（推薦）に係る緊急提案について 

 

今般の「新型コロナウイルス感染症」の拡大により、全国の雇用情勢は不透明さを増していま

す。ハローワークに提出された新規求人数（フルタイム常用）の提出状況をみますと、県内で 1 月

（7.8％減）2 月（11.4％減）３月（13.8％減）と減少傾向にあり、これは全国も同様の状況にあり

ます。（1 月 16.3%減、2 月 14.1%減、3 月 10.8%減） 

このような状況の中、令和３年３月卒の高卒求人の動向も不透明な状況下にあり、一部では、

リーマンショック時の就職困難事態の再来も想定されると言われています。 

振り返りますと、リーマンショック後の平成 21 年～23 年の就職氷河期時には、学卒求人の大

幅な減少により、面接の機会が減少し就職決定まで、長い期間を要する状況が見られました。 

また、鹿児島県においては、高校生就職の県外流出の割合が全国中２番目に高い状況も見られ

ますが、県外の「新型コロナウイルス感染症」の現状をみますと、県内同様もしくはそれ以上に

今後の雇用状況に不安定さが見られます。 

 

さらに、令和２年２月 10 日の厚生労働省の「高等学校就職問題検討会議ワーキングチーム報

告」によりますと、「一人一社制」をはじめとするとする高等学校卒業者の就職慣行が、企業、学

校、生徒等の関係者の多くに支持されている一方で、現在の枠組みが従来の慣行から構成されて

いる故に、新たに高校生を採用しようとする新興企業や民間職業紹介事業者にとっては取扱いが

不透明で分かりにくいとの声があり、従来の就職慣行が果たしてきた役割の重要性を踏まえなが

ら、生徒にとっての選択肢を広げることなどを目的として、毎年度必要な見直しを図ってゆくこ

とが求められているとしています。 

 

つきましては、今般の雇用状況を鑑みて、一人でも多くの高校生が早期に就職を決められるよ

う、そして、一人でも多くの高校生が県内就職できるよう、緊急措置として下記案を提案いたし

ますので、ご多忙中、申し訳ありませんが、別添「高校生の就職慣行（１人１社応募制）の取扱い

について」もご参照いただき、別紙「緊急提案に係る意見について 回答用紙」にて、５月８日

（金）までに、当局訓練室までＦＡＸでご回答願います。 

頂いたご意見につきましては、とりまとめの上、５月に改めて開催予定の就職問題検討会議の

議題に挙げる予定としております。 

 

記 

○ 本県における現行の取扱い 

  採用選考開始（9/16～）後、9 月中は１人 1 社。10 月以降は 1 人 2 社まで応募可 

別紙 



 

○ 試行的見直し案 

・県外就職希望者については、県外 1 社に加え、県内 1 社の応募を可能とする。 

・県内就職希望者については、県内 2 社までの応募可とする 

※ただし、緊急の措置のため、対象を限定的とし、見直しの選択は、下のＡ，Ｂのいず

れかとする。 

Ａ案・・・・実施の可否は高校の判断とする。 

Ｂ案・・・。県外就職の割合が高い学科のみとする。（商業科、農業科など） 

 

令和２年４月２０日 

 

鹿児島労働局職業安定部訓練室 



令和元年における労働災害発生状況（確定） 
 

休業４日以上の死傷者数 2,010 人  対前年比 3.8% 増加 
死亡者数             15 人  対前年比 15.4% 増加 

 
・ 第 13 次労働災害防止計画の周知啓発及び取組強化 
・ 第 13 次労働災害防止計画の重点業種に位置付けられている建設業、製造業、林業、

陸上貨物運送事業、第三次産業（小売業・社会福祉施設及び飲食店）に対する個別指

導の実施 
・ 労働災害防止団体、業界団体との緊密な連携 

 
令和元年における業種別労働災害発生状況を取りまとめましたので発表しま

す。 

令和元年の鹿児島県内の労働災害による休業 4 日以上の死傷者数は、対前

年比で 74 人（3.8％）増加し、2,010 人となり、令和元年の目標数を達成すること

ができませんでした。 

死傷者数が増加した業種は、製造業 385 人（対前年比＋15 人）、建設業 312

人（同＋18 人）、保健衛生業 288 人（同＋6 人）、商業 280 人（同＋12 人）などと

なっています。 

また、死傷災害を事故の型別にみると、多い順に、転倒４４２人（22％）、墜落・

転落３６７人（18.3％）、動作の反動・無理な動作２７６人（13.7%）、はまされ・巻き

込まれ２４０人（11.9％）、切れ・こすれ１４０人（7.0%）となっています。 

一方、年齢別で被災状況を見てみると、６０歳以上が６２３人（31.0％）、５０歳か

ら５９歳までが４７１人（23.4％）と、５０歳以上で全体の５４．４％を占めており、発生

件数に占める６０歳以上の方の割合は、１０年前の平成２１年に比較して１２．６％

上昇しています。 

令和２年は、第 13 次労働災害防止計画の３年目・中間年となることから、労働

災害防止団体、業界団体等との連携をさらに強化し、同計画の目標達成に向け

て、減少に転じるよう積極的な労働災害防止対策を講じてまいります。 

特に、高年齢労働者の災害が増加していることから、本年３月に発出された

「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン（エイジフレンドリーガイド

ライン）」の周知を積極的に行い、同ガイドラインに基づき、高年齢労働者が自ら

の体力や健康状況を把握し、事業者が高年齢労働者の状況に配慮した職場環

境の改善が図られるよう、その対策の推進に努めてまいります。 

（労働基準部健康安全課） 



1 転倒 442 22.0%
2 墜落・転落 367 18.3%

2,010 15 1,936 13 74 2 3.8% 15.4% 3 動作の反動・無理な動作 276 13.7%
385 2 370 1 15 1 4.1% 100.0% 4 はさまれ・巻き込まれ 240 11.9%
224 1 212 12 1 5.7% 5 切れ・こすれ 140 7.0%
32 25 7 28.0% 1 はさまれ・巻き込まれ 95 24.7%
15 1 22 -7 1 -31.8% 2 転倒 73 19.0%
32 23 9 39.1% 3 墜落・転落 59 15.3%
24 24 0 0.0% 4 切れ・こすれ 34 8.8%
58 64 1 -6 -1 -9.4% -100.0% 5 動作の反動・無理な動作 26 6.8%
2 0 5 0 -3 0 -60.0% 1 墜落・転落 104 33.3%

312 6 294 4 18 2 6.1% 50.0% 2 切れ・こすれ 40 12.8%
116 1 104 2 12 -1 11.5% -50.0% 3 はさまれ・巻き込まれ 31 9.9%
159 4 162 2 -3 2 -1.9% 100.0% 4 転倒 29 9.3%
37 1 28 9 1 32.1% 5 飛来・落下 28 9.0%

193 1 222 0 -29 1 -13.1% 1 墜落・転落 57 30.6%
7 10 -3 -30.0% 2 動作の反動・無理な動作 28 15.1%
6 24 -18 -75.0% 3 転倒 24 12.9%

178 1 187 -9 1 -4.8% 4 はさまれ・巻き込まれ 19 10.2%
2 1 1 100.0% 5 激突 13 7.0%

34 0 20 0 14 0 70.0% 1 激突され 14 24.6%
8 8 0 0.0% 2 切れ・こすれ 13 22.8%

26 12 14 116.7% 3 飛来・落下 9 15.8%
104 2 87 3 17 -1 19.5% -33.3% 4 墜落・転落 8 14.0%
47 1 39 2 8 -1 20.5% -50.0% 5 崩壊・倒壊 4 7.0%
57 1 48 1 9 18.8% 0.0% 1 転倒 287 32.7%

101 0 94 1 7 -1 7.4% -100.0% 2 動作の反動・無理な動作 182 20.7%
280 1 268 0 12 1 4.5% 3 墜落・転落 108 12.3%
53 1 34 19 1 55.9% 4 交通事故（道路） 77 8.8%

207 195 12 6.2% 5 はさまれ・巻き込まれ 47 5.3%
2 3 -1 -33.3% 1 転倒 63 30.4%

18 36 -18 -50.0% 2 動作の反動・無理な動作 34 16.4%
15 0 18 1 -3 -1 -16.7% -100.0% 3 墜落・転落 28 13.5%
19 0 23 0 -4 0 -17.4% 4 交通事故（道路） 27 13.0%
22 0 18 1 4 -1 22.2% -100.0% 5 切れ・こすれ 14 6.8%

288 0 282 0 6 0 2.1% 1 動作の反動・無理な動作 65 38.0%
114 128 -14 -10.9% 2 転倒 55 32.2%
171 146 25 17.1% 3 墜落・転落 10 5.8%

3 8 -5 -62.5% 4 その他 9 5.3%
118 0 105 1 13 -1 12.4% -100.0% 5 激突 6 3.5%
30 22 8 36.4% 1 転倒 20 33.3%
60 50 10 20.0% 2 高温・低温の物との接触 11 18.3%
28 33 1 -5 -1 -15.2% -100.0% 3 切れ・こすれ 10 16.7%

137 3 130 1 7 2 5.4% 200.0% 4 動作の反動・無理な動作 4 6.7%
5 墜落・転落 3 5.0%

78 2 74 1 4 1 5.4% 100.0%

1 1 0 0.0%

58 1 55 3 1 5.5%

186 1 195 0 -9 1 -4.6%

879 4 844 4 35 0 4.1% 0.0%

    （事故の型別）　令和元年　業種別死傷災害発生状況（確定）

上記以外の製造業

死傷者数 死亡
者数 死傷者数 死亡

者数 死傷者数 死亡
者数

死亡
者数

死傷者数

増減率令和元年 割合増減数平成30年
　業種　　　　　　　年

２　鉱業
３　建設業

１　土木工事業
２　建築工事業
３　その他の建設業

    全産業
１　製造業

１　食料品製造業
４　木材・木製品製造業
９　窯業土石製品製造業
11～12　金属製品製造業
13～15　機械機具製造業

４　運輸交通業
１　鉄道・航空機業
２　道路旅客運送業
３　道路貨物運送業
４　その他の運輸交通業

５　貨物取扱業
１　陸上貨物取扱業
２　港湾運送業

６　農林業
１　農業
２　林業

７　畜産・水産業
８　商業

１　卸売業
２　小売業

３　その他の保健衛生業

３　理美容業
４　その他の商業

９　金融・広告業

15　清掃・と畜業

11　通信業
12　教育・研究業
13　保健衛生業

１　医療保健業
２　社会福祉施設

陸上貨物運送事業（４－３・５－１）

第三次産業（８～17）

14　接客娯楽業
１　旅館業
２　飲食店
３　その他の接客娯楽業

上記以外の事業 
10　映画・演劇業

17　その他の事業
16　官公署

陸上貨
物

運送事
業

①　死傷者数は、労働者死傷病報告のうち休業見込日数が4日
　以上の災害によるもので、死亡者数を含みます。
②　陸上貨物運送事業及び第三次産業は、別計。

全産業

鹿児島労働局
順
位業種 事故の型 人数

製造業

林業

小売
業

社会
福祉
施設

飲食
店

建設業

第三次
産業



30 1.5%
223 11.1%

2,010 15 1,936 ## 74 2 3.8% 15.4% 312 15.5%
385 2 370 1 15 1 4.1% 100.0% 351 17.5%
224 1 212 12 1 5.7% 471 23.4%
32 25 7 28.0% 623 31.0%
15 1 22 -7 1 -31.8% 5 1.3%
32 23 9 39.1% 54 14.0%
24 24 0 0.0% 57 14.8%
58 64 1 -6 -1 -9.4% -100.0% 75 19.5%
2 0 5 0 -3 0 -60.0% 72 18.7%

312 6 294 4 18 2 6.1% 50.0% 122 31.7%
116 1 104 2 12 -1 11.5% -50.0% 6 1.9%
159 4 162 2 -3 2 -1.9% 100.0% 40 12.8%
37 1 28 9 1 32.1% 44 14.1%

193 1 222 0 -29 1 -13.1% 54 17.3%
7 10 -3 -30.0% 65 20.8%
6 24 -18 -75.0% 103 33.0%

178 1 187 -9 1 -4.8% 3 1.6%
2 1 1 100.0% 17 9.1%

34 0 20 0 14 0 70.0% 30 16.1%
8 8 0 0.0% 38 20.4%

26 12 14 116.7% 59 31.7%
104 2 87 3 17 -1 19.5% -33.3% 39 21.0%
47 1 39 2 8 -1 20.5% -50.0% 1 1.8%
57 1 48 1 9 0 18.8% 0.0% 6 10.5%

101 0 94 1 7 -1 7.4% -100.0% 10 17.5%
280 1 268 0 12 1 4.5% 12 21.1%
53 1 34 19 1 55.9% 17 29.8%

207 195 12 6.2% 11 19.3%
2 3 -1 -33.3% 11 1.3%

18 36 -18 -50.0% 75 8.5%
15 0 18 1 -3 -1 -16.7% -100.0% 130 14.8%
19 0 23 0 -4 0 -17.4% 135 15.4%
22 0 18 1 4 -1 22.2% -100.0% 219 24.9%

288 0 282 0 6 0 2.1% 309 35.2%
114 128 -14 -10.9% 1 0.5%
171 146 25 17.1% 12 5.8%

3 8 -5 -62.5% 26 12.6%
118 0 105 1 13 -1 12.4% -100.0% 31 15.0%
30 22 8 36.4% 55 26.6%
60 50 10 20.0% 82 39.6%
28 33 1 -5 -1 -15.2% -100.0% 0 0.0%

137 3 130 1 7 2 5.4% 200.0% 19 11.1%
29 17.0%

78 2 74 1 4 1 5.4% 100.0% 27 15.8%
1 1 0 0.0% 36 21.1%

58 1 55 3 1 5.5% 60 35.1%
186 1 195 0 -9 1 -4.6% 9 15.0%
879 4 844 4 35 0 4.1% 0.0% 6 10.0%

9 15.0%
6 10.0%

11 18.3%
19 31.7%

令和元年　業種別死傷災害発生状況（確定） （年齢別）

死傷者数 死亡
者数 死傷者数 死亡

者数 死傷者数 死亡
者数 死亡者数死傷者数

増減率令和元年 割合増減数平成30年

４　運輸交通業
１　鉄道・航空機業
２　道路旅客運送業
３　道路貨物運送業
４　その他の運輸交通業

　業種　　　　　　　年

２　鉱業
３　建設業

１　土木工事業
２　建築工事業
３　その他の建設業

    全産業
１　製造業

１　食料品製造業
４　木材・木製品製造業
９　窯業土石製品製造業
11～12　金属製品製造業
13～15　機械機具製造業
上記以外の製造業

１　医療保健業
２　社会福祉施設

２　林業
７　畜産・水産業
８　商業

１　卸売業
２　小売業

５　貨物取扱業
１　陸上貨物取扱業
２　港湾運送業

６　農林業
１　農業

鹿児島労働局

業種

全産業

製造業

建設業

陸上貨物
運送事業

林業

人数年齢
～19歳
20歳～29歳
30歳～39歳
40歳～49歳

40歳～49歳
50歳～59歳
60歳～

50歳～59歳
60歳～
～19歳
20歳～29歳
30歳～39歳

～19歳
20歳～29歳

①　死傷者数は、労働者死傷病報告のうち休業見込日数が4日以上の災害によるもので、死亡者数を含みます。
②　陸上貨物運送事業及び第三次産業は、別計。

第三次産
業

小売業

社会福
祉施設

飲食店

陸上貨物運送事業（４－３・５－１）

第三次産業（８～17）

14　接客娯楽業
１　旅館業
２　飲食店
３　その他の接客娯楽業

上記以外の事業 
10　映画・演劇業

17　その他の事業
16　官公署

３　その他の保健衛生業

３　理美容業
４　その他の商業

９　金融・広告業

15　清掃・と畜業

11　通信業
12　教育・研究業
13　保健衛生業

30歳～39歳
40歳～49歳
50歳～59歳

～19歳
20歳～29歳
30歳～39歳
40歳～49歳
50歳～59歳
60歳～

50歳～59歳
60歳～
～19歳
20歳～29歳
30歳～39歳

60歳～
～19歳
20歳～29歳
30歳～39歳
40歳～49歳

30歳～39歳
40歳～49歳
50歳～59歳
60歳～
～19歳

40歳～49歳
50歳～59歳
60歳～
～19歳
20歳～29歳

60歳～

～19歳
20歳～29歳
30歳～39歳
40歳～49歳
50歳～59歳

20歳～29歳
30歳～39歳
40歳～49歳
50歳～59歳
60歳～



このガイドラインは、高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくりや労働災害の予防
的観点から、高年齢労働者の健康づくりを推進するために、高年齢労働者を使用する又は使用し
ようとする事業者と労働者に取組が求められる事項を具体的に示すものです※。

 労働災害による休業４日以上の死傷者数のうち、
60歳以上の労働者の占める割合が増加傾向。
（平成30年は26.1％）

 労働者千人当たりの労働災害件数（千人率）では、
男女ともに若年層に比べ高年層で相対的に高い。
（25～29歳と比べ65～69歳では男性2.0倍、女性4.9倍）

高年齢労働者の就労状況や業務の内容等の実情に応じて、国や関係団体等による支援
も活用して、実施可能な労働災害防止対策に積極的に取り組むよう努める。

事業者が実施する労働災害防止対策の取組に協力するとともに、自己の健康を守るた
めの努力の重要性を理解し、自らの健康づくりに積極的に取り組むよう努める。

※ 請負の形式による契約により業務を行う者についても参考にすることを期待

事業者に求められる取組
（１～５のうち法令で義務付けられているものに必ず取り組むことに加えて、実施可能なものに取り組む）

１ 安全衛生管理体制の確立等
 経営トップ自らが安全衛生方針を表明し、担当する組織や担当者を指定
 高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害についてリスクアセスメントを実施

２ 職場環境の改善
 照度の確保、段差の解消、補助機器の導入等、身体機能の低下を補う設備・装置の導入
 勤務形態等の工夫、ゆとりのある作業スピード等、高年齢労働者の特性を考慮した作業管理

３ 高年齢労働者の健康や体力の状況の把握
 健康診断や体力チェックにより、事業者、高年齢労働者双方が当該高年齢労働者の健康や

体力の状況を客観的に把握

４ 高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応
 健康診断や体力チェックにより把握した個々の高年齢労働者の健康や体力の状況に応じて、
安全と健康の点で適合する業務をマッチング

 集団及び個々の高年齢労働者を対象に身体機能の維持向上に取り組む

５ 安全衛生教育
 十分な時間をかけ、写真や図、映像等、文字以外の情報を活用した教育を実施
 再雇用や再就職等で経験のない業種や業務に従事する場合には、特に丁寧な教育訓練

高年齢労働者が安心して安全に働ける職場環境づくり等が重要
※経済財政運営と改革の基本方針（令和元年６月閣議決定）において「サービス業で増加している高齢者の労働災害を
防止するための取組を推進する」ことが盛り込まれている。

事業者

労働者

2.05

4.06

0.82

4.00

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

■男性、 女性

＜年齢別・男女別の労働災害発生率（千人率）平成30年＞
出典：労働力調査、労働者死傷病報告背景・現状

（１）中小企業や第三次産業における高年齢労働者の労働災害防止対策の取組事例の活用
（２）個別事業場に対するコンサルティング等の活用
（３）エイジフレンドリー補助金等の活用（令和２年度創設予定）
（４）社会的評価を高める仕組みの活用（安全衛生優良企業公表制度、あんぜんプロジェクト等）
（５）職域保健と地域保健の連携及び健康保険の保険者との連携の仕組みの活用

国・関係団体等による支援の活用

高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン概要
（エイジフレンドリーガイドライン）

求められる取組

労働者に求められる取り組み

 自らの身体機能や健康状況を客観的に把握し、健康や体力の維持管理に努める
 日頃から運動を取り入れ、食習慣の改善等により体力の維持と生活習慣の改善に取り組む

別添資料１



計画期間：2018年４月１日～2023年３月31日

①労働災害の撲滅を目指した対策の推進

②過労死等の防止等の労働者の健康確保・職業性疾病対策の推進

③就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進

④疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進

⑤業界団体での安全衛生の取組の強化、所管官庁との連携の強化

第13次労働災害防止計画の概要
̶ 鹿児島労働局 －

○労働災害による死亡者数を各年対2017年比25％以上減少とする

○2022年までに、労働災害による死傷者数（休業４日以上）を５％以上減少(2017年比)

「働く方々の一人ひとりが、より良い将来の展望を持ち得る社会の実現」

働く方々の一人ひとりはかけがえのない存在であり、一人の被災者も出さないという基

本理念の下、一人ひとりがより良い将来の展望を持ち得るような社会とするには、日々の

仕事が安全で健康的なものとなるよう、不断の努力が必要である。

また、雇用形態の違い、副業・兼業、個人請負といった働き方においても、安全や健康

が確保され、高年齢労働者を始めとしてあらゆる環境におかれた労働者の安全と健康の確

保を当然のこととして受け入れていく社会を実現しなければならない。

計画が目指す社会

計画の全体目標

５つの重点施策



第1３次労働災害防止計画のポイント

「労働災害防止計画」とは、労働災害を減少させるために国が重点的に取り組む事項を定めた中
期計画です（労働安全衛生法第６条に基づき、５年ごとに厚生労働大臣が策定）。

労働災害による被災者数（平成29年：確定値）
• 死亡者数：21人（12次防目標は毎年15人以下）
• 死傷者数：1,9６１人（ 12次防目標は1,445人）

 労働災害は長期的には減少しているが、12次防最終年時点では平成12年時点の水準まで再び増
加している。特に、就業者が増加している社会福祉施設を中心に第三次産業では増加率が高い。

 死亡災害も長期的には減少しているが、12次防期間の平成２６～２９年では目標値を上回ってお
り、建設業・製造業・林業の割合が高い。

現状と課題

◆ 労働災害による死亡者
の数を各年対2017年
比25％以上減少と す
る

◆ 労働災害による死傷者
の数を5％以上減少

（労働災害減少重点業種
では、死傷年千人率で
目標を設定）

計画の目標
【重点業種別の死傷者数の推移】

労働災害が増加し、全体に占める割合が高まっている第三次産

業に焦点を当て、特に人手不足感の強い小売業・飲食店及び就

業者が増加している社会福祉施設に対する集中的取組を実施

ポイント③

急増している第三次

産業に対する集中的

取組

労働災害全体の減少目標に加え、増加が著しい業種、事故の型

に着目した重点対策ごとに数値目標を設定し、対策を展開

（就業者数の増減で影響を受けないよう死傷年千人率で目標を
設定する）

ポイント②

重点対策ごとに数値

目標を設定

依然として死亡災害の半数以上を占める建設業、製造業、林業

に対して、「墜落・転落災害」「激突され災害」「機械による

はさまれ・巻き込まれ災害」に重点を当てて取り組むとともに

「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」

の周知を図る

ポイント①

死亡災害等の重篤災

害に対し重点 を絞っ

た取組を実施

（出典：労働者死傷病報告）

（単位：人）

業種 平成24年 平成29年 災害増減率
平成２４年
死傷年千人率

平成２９年
死傷年千人率

建設業 ２６７ ３１2 １６．９％ ６．２８ ８．０２

製造業 ３５７ ３７７ ５．６％ ４．４７ ４．５５

下記３業種 ３２４ ４０９ ２６．２％ １．９９ ２．３４

小売業 １４７ １８3 ２４．5％ １．５７ ２．０２

社会福祉施設 １２８ １６6 ２９．７％ ３．３６ ３．１０

飲食店 ４９ ６０ ２２．４％ １．５８ １．９５

陸上貨物運送事業 １７１ １７１ ０．０％ ９．１４ ８．８７

全業種合計 １，７０１ １，９６１ １５．３％ ３．１６ ３．５６



第三次産業対策
【目標】

小売業・飲食店・社会福祉施設
死傷者数及び腰痛を死傷年千人
率で５％以上減少させる

陸上貨物運送事業対策
【目標】死傷者数及び腰痛を死傷年

千人率で５％以上減少させる

重点業種・事故の型別対策

○小売業・飲食店の多店舗展開している事業場については、
企業単位での安全衛生管理の実施や、経営トップに対する
意識啓発や「危険の見える化」等による危険感受性の向上
に取り組む。
○社会福祉施設については、関係団体と連携し、新規開設
事業場を含め、雇入れ時の安全衛生教育を徹底し、介護機
器等の導入促進も併せて行う。
○小売業・飲食店は、非正規労働者が多いため、雇入れ時
の安全衛生教育の徹底と労働災害防止意識の向上を図る。

○「荷役作業における安全ガイドライン」に基づき、保護
帽の着用や荷台等からの墜落・転落等基本的な安全対策の
徹底を図る。

○高所作業時における墜落防止用保護具としてフルハーネス型と
し、適切な保護具の使用の徹底を図る。
○「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」
による計画的な発注及び工期の平準化、安全衛生経費の確保

○機械設備の本質安全化（機械そのものを安全にすること）に
より、機械によるはさまれ・巻き込まれ災害を防止する。
特に、食料品製造業において、食品加工機械の安全な使用方法

等を浸透させるため、職長に対する教育の実施等を推進する。

建設業対策
【目標】死亡者数を前計画総
数の25％以上減少させる

製造業対策
【目標】死亡者数を前計画総
数の25％以上、食料品製造業
の死傷者数を毎年1.5％以上減
少させる

メンタルヘルス対策
・メンタルヘルス対策に取り組む事業
場の割合を80％以上
・ストレスチェック結果を集団分析す
る事業場の割合を60％以上

○４つのケア、ストレスチェックの実施及びストレスチェック
結果の集団分析等の取組の推進
○取り組み方が分からない事業場への支援を充実・強化
（参考） http://kokoro.mhlw.go.jp《こころの耳》で検索

○健康診断の実施と事後措置などの健康管理の徹底
○過重労働による健康障害防止対策の推進
○産業医・産業保健機能の強化

○危険有害情報の伝達・提供とリスクアセスメントの促進
○解体等作業における石綿ばく露防止対策の徹底

過重労働対策等

化学物質等対策

○JIS規格に適合したWBGT値（暑さ指数）測定器を使用した
WBGT値（暑さ指数）の把握とその評価の徹底

○評価に応じた、環境管理・作業管理・健康管理の実施

○受動喫煙の健康への有害性に関する教育啓発の実施
○事業者に対する効果的な支援の実施
○職場での禁煙・空間分煙・その他の措置の徹底

熱中症対策
【目標】 熱中症による死傷者数を

前計画総数の５％以上減少
させる

受動喫煙防止対策

①労働災害の撲滅を目指した対策の推進

林業対策
【目標】死亡者数を前計画総数
の25％以上減少させる

○安全な伐倒方法やかかり木処理の方法の普及
○下肢を保護する防護衣の着用の徹底
○安全教育の充実等

労
働
災
害
減
少
重
点
業
種

重
篤
災
害
減
少
重
点
業
種

②過労死等の防止等の労働者の健康確保・職業性疾病対策の推進

http://kokoro.mhlw.go.jp


○高年齢労働者、非正規雇用労働者、外国人労働者及び障害者である労働者の災害防止
対策の推進。

○個人請負等の労働者の範疇に入らない者への対応。

③就業構造の変化及び働き方の多様化に対応した対策の推進

④疾病を抱える労働者の健康確保対策の推進

○疾病を抱える労働者の就労継続にあたって、「治療と職業生活の両立支援のためのガ
イドライン」の周知・啓発、地域両立支援推進チームの活動の推進。

○労働災害が減少しない業界や取組が低調な団体等に対して自主的な取組要請を行うと
ともに、活動に対して必要な支援を行う。

○所管官庁との連携の強化を図る。

名称 郵便番号 所在地 電話番号

鹿児島労働基準監督署
安全衛生課

890-8545 鹿児島市薬師１-6-3 099-214-9175

川内労働基準監督署
安全衛生課

895-0063 薩摩川内市若葉町4-24
川内合同庁舎

0996-22-3225

鹿屋労働基準監督署
安全衛生課

893-0064 鹿屋市西原4-5-1
鹿屋合同庁舎

0994-43-3385

加治木労働基準監督署
安全衛生課

899-5211 姶良市加治木町新富町
98-6 0995-63-3035

名瀬労働基準監督署
監督・安衛課

894-0036 奄美市名瀬長浜町1-1
名瀬合同庁舎

0997-52-0574

鹿児島労働局労働基準部
健康安全課

892-8535 鹿児島市山下町13-21
鹿児島合同庁舎

099-223-8279

働く方々の一人ひとりがかけがえのない存在であり、
一人の被災者も出さない社会を実現させよう

2018年4月 鹿児島労働局

全業種共通

腰痛・転倒災害対策

○４Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔）やステッカーの掲示等による「危険の見
える化」、作業内容に適した防滑靴の着用等の転倒防止対策の促進
○「ＳＴＯＰ！ 転倒災害プロジェクト」の周知
○介護労働者の身体的負担軽減を図る介護機器の導入促進
○介護施設、小売業、陸上貨物運送事業を重点に腰痛予防教育の強
化

⑤業界団体での安全衛生の取組の強化、所管官庁との連携の強化



 
熱中症発生状況（令和元年） 

 

資料 鹿児島県における熱中症発生状況 WBGT 値測定機器各部名称 

 

 

 

 

  

 熱中症は、高温多湿な環境下において体内の水分等のバランスが

崩れるなどにより発症する障害で、めまいや失神等の症状があらわ

れ、重症になると死に至る場合もあります。 

 昨年の全国の職場における熱中症の発生状況（1 月 5 日現在速報

値）によると、死亡を含む休業 4 日以上の死傷者数が 790 人、うち

死亡者数は 26人でした。 

 業種別では、死傷者数では製造業が 172 件と最も多く、過去 10年

で初めて建設業を上回りました。次いで建設業（147 件）、運送業（106

件）の順でした。 

 死亡者数は建設業（10名）が最も多く、次いで製造業（4名）、警

備業（4名）の順でした。 

 鹿児島県においては、死傷者数は 18件と過去 10 年間で平成 28 年

（19 件）に次いで 2 番目に多く発生し、業種別では建設業（6 件）、

製造業（3件）、商業（3件）の順となっております。死亡災害は発生

しませんでした。 

 このため、鹿児島労働局は、本年も 5 月から 9 月までの期間に

「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」を実施（4 月は準備期

間）し、熱中症のリスクがあるすべての事業場を対象として、WBGT 値

（暑さ指数）の把握、熱への順化、通風の良いまたは冷房設備を備え

た休憩室の設置、十分な休憩時間の確保、通気性の良い服装の着用、

水分及び塩分の補給等、職場における熱中症予防対策の徹底を呼び

かけることとしております。 

昨年の全国の職場における熱中症の発生状況（速報値）は、製

造業が最も多く、過去 10年で初めて建設業を上回った。 

 鹿児島県では、昨年は過去 10年で、平成 28 年に次いで 2番目

に多く熱中症が発生し、建設業が最も多かった。 
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死亡

休業

合計

２９年 Ｒ１年

232

5

11819

合　計３０年

18

18

86

1

19

％

鹿児島県における熱中症の発生状況（平成22年～令和元年）
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３　月別発生状況
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４　時間帯別発生状況
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※　午前１０時以前は午前０時台から午前９時台まで、午後６時以降は午後６時台から午後１１時台までを指す。
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7　年齢別発生状況
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【死亡災害事例】

●平成22年7月（建築工事業）；建築工事現場において、気温33度の屋外で外壁の取り付け作業
を行っていたところ、体調が悪くなり休憩を取ろうとしたところ意識を失い、搬送先の病院で死亡し
た。

●平成24年8月（土木工事業）；午後3時ころ、法面工事に使用したホースの巻き取作業を行って
いたところ、ふらついて意識がもうろうとなったことから、病院へ搬送し加療したものの2日後に死
亡した。

●平成26年7月（港湾荷役業）；7時から17時まで屋外で作業し、1時間休憩後、18時からトラックコ
ンテナ内で荷の搬出作業を行っていたところ、18時20分ころに意識障害を起こして倒れ、8日後に
死亡した。コンテナ内の温度は約40度であった。

●平成27年7月（食料品製造業）；工場内で7時50分から12時まで飼料の製造作業を行い、1時間
休憩後、引き続き同作業を行っていたところ、14時20分ころ意識障害を発症し、6日後に死亡し
た。工場内の温度は約38度であった。

●平成29年8月（土木工事業）；道路脇の草刈り作業中、16時20分頃、被災者がひどく疲れた様
子であったため休憩するよう指示したが、その後近隣建物の駐車スペースにおいて意識不明の
状態で発見された。病院に搬送されたものの3日後に死亡した。
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